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2．建設作業現場における安全情報の伝達に関する研究*
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2. The Procedure of Communication of Safety Information at Construction Sites*
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Abstract; In cases of communication of inappropriate information between the original contractor and the
subcontractors at construction sites, labor accidents might occur.  Therefore, the procedure of communication at
construction sites was investigated.  Construction site had 5 types of communication.  Those were morning
assemblies, KY activities, task coordination meetings, instructions for new recruits and conferences on safety &
health.  These types of communication were classified into two types from the point of informational channel.
One type was "Vertical Direction Channel on top-down of Construction", which was a one-way formal
communication from the top director of the original contractor to workers of the subcontractors.   The other type
was "Horizontal Direction Channel within the top-down of Construction", which was mutual communication by
workers of the subcontractors.   It was possible for "Top-down  Channel" to inform many workers.   "Horizontal
Direction Channel" was capable of asking questions or consultation with workers.   The procedures of
communication on morning assemblies and instructions for new recruits were the type of "Top-down Channel".
KY activities, task coordination meetings and conferences on safety & health were combinations of two types,
namely, "Top-down Channel" and "Horizontal Direction Channel".

The instructions for new recruits were the type of "Top-down Channel".   These instructions were not able
to ask questions or consultations with new recruits.   Therefore it was necessary to use questionnaire to obtain
the data about safety instructions.   As a result of this investigation, because of not being able to ask questions to
workers, it was difficult for new recruits to predict risky behavior in the initial stages at construction sites.   This
is the main reason for new recruits to sustain injuries.   From this investigation, the effective instruction method
of prevention labor accidents for new recruits was considered.   The new instruction method has two points.
One point was to train by classification of new recruits as a small group.   The other point was to train at the
work site.   By the adoption of this new instruction method, it would be easy for new recruits to prevent labor
accidents.
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1．はじめに

建設業は全産業の中で労働災害の発生割合が高
い。特に近年は，作業者の人的要因が原因で発生す
る災害の割合が高い1）といわれている。
そこで平成9年度から10年度にかけて，建設労働災

害の人的要因を調査する目的で，作業者の人的要因
が災害発生の原因になっていると思われる154件の墜
落災害事例分析2）と，817人の建設作業者に対する質
問紙調査3），4）を行った。
その結果，建設作業現場では元請会社と下請会社

が階層構造をなしているため，作業指示や安全上の留
意事項が，現場で働く末端の作業者まで伝達されな
い，あるいは聞き違いなどにより誤って伝達されるこ
とにより，労働災害が生じる可能性のあることが明ら
かになった。
この結果を受けて，さらに平成13年度から14年度に

かけて，大手ゼネコンのビル・マンション建築作業現
場で，統括安全衛生責任者（所長）・元方安全衛生管
理者・元請職員・下請業者作業主任者（職長など）を
対象にした面接および現場観察を行った。その目的
は，建設作業現場で重点実施事項として挙げられてい
る5）朝礼・KYミーティング・作業調整会議・安全衛生
協議会・新規入場者教育を対象にして，作業指示や安
全上の留意事項が作業者にどのように伝達されている
か？また伝達障害が発生する原因を調べることであっ
た6）。
本報告では，この調査に基づき建設作業現場にお

ける情報伝達の問題点の整理を行った結果につい
て，並びに新規入場者教育の質問紙調査を行った結
果について述べる。

2．建設作業現場における情報伝達経路

建築作業現場の情報伝達経路は，元請と下請とい
う階層構造における「縦型」，そして下請の協力会社間
における「横型」がある。
「元請業者は，建設作業現場で，複数の下請業者の
作業員が混在して作業を行う建設工事の統括管理を
実施し，労働災害発生を防止するために，下請業者の
状況を常に適格に把握し，管理・指導を行わなけれ
ばならない。」と述べられている7）ように，建設作業現
場では元請と下請という階層構造の縦型伝達経路が
主体となる。
また伝達経路には，一度に多くの作業者に情報伝

達が可能な「一方向型」，そして相互に質問や協議が
可能な「双方向型」がある。
建築作業現場の情報伝達経路は「縦型」と「横型」

そして「一方向型」と「双方向型」を組み合わせて経路
を構成する。
朝礼は所長から全作業者への「縦・一方向型」伝達

経路であり，KYミーティングは作業リーダーと各作業
者の「縦・双方向型」と作業者間の「横・双方向型」を
組み合わせた経路であった。作業調整会議は元請担
当者と下請担当者の「縦・双方向型」と下請担当者間
の「横・双方向型」を組み合わせた経路であった。安
全衛生協議会は元請担当者と下請担当者の「縦・双
方向型」と下請担当者間の「横・双方向型」を組み合
わせた経路であった。新規入場者教育は元請の教育
担当者と下請新規入場者の，1人から多人数へという
「縦・一方向型」経路であった。
ここでFig.1を用いてこれらの関係を整理すると，朝

礼と新規入場者教育は，「縦・一方向型」経路で伝達
を行っており，KYミーティング・作業調整会議・安全衛
生協議会は，「縦・双方向型」と「横・双方向型」を組み
合わせて伝達を行っていた。
この調査において建築作業現場の情報伝達の問題

点として，次の2点が挙げられた。
ひとつは縦・双方向型伝達経路が機能せず，縦・一

方向型伝達経路になってしまう点8）である。
作業調整会議において，最近の建築作業現場では

元請職員の若齢化が豊富な現場経験をもつ職員の減
少につながり，専門工事部門の施工計画書の作成が
出来ない場合がある。そこで元請は下請である各協
力会社に施工計画書の作成を求める。下請である協
力会社間では横・双方向型伝達経路で情報交換し施
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Fig. 1   Transmission routes at construction sites.
建設作業現場における情報伝達経路



工計画書を作成するが，この時の情報が縦・双方向型
で元請にフィードバックされないことがある。
下請である各協力会社が横・双方向型伝達経路を

用いて情報交換し施工計画書を作成する場合，この
伝達経路は各協力会社が同じレベルに立ち，主体性
を尊重しつつ，相互に納得のいくまで情報伝達が可能
であるという利点を持つ。しかし，この情報が元請に
フィードバックされない場合は，協力会社の担当者間
にしか情報共有が行われておらず，これが労働災害に
繋がる可能性も否定出来ない。
元請と下請は，必ず縦・双方向型伝達経路で情報

交換を行い，情報を共有する必要がある。
次に情報伝達内容についての問題点を述べる。
建築作業現場における情報を，巨視的にとらえると，
作業に関する情報と安全に関する情報に分けられる。
作業情報は建築物の組上げが視覚的にとらえられるよ
うに，具体的内容で明確に示される情報が多い。
これに比較して安全情報は，「気をつけろ」「安全

帽・安全帯着用」「安全規則を守れ」など，どの作業者
にも共通な一般的内容になりがちである。このような
一般的情報を伝達した場合には，受け手の関心を引
きにくく伝達されても記憶に残らないことが多い。
それに対する対策として，一般的内容であっても例

として具体的内容を付加することにより，必要とされる
情報の本質的な部分に気付かせる工夫をすることが
重要である6）。また情報の受け手が「私には関係ない
不必要な情報である。」と感じさせないように，伝達す
べき対象者を明確にすることも重要である。さらに受
け手の考えや印象を聞き出す，理解度を尋ねるなど，
双方向型伝達経路でフィードバックを得る機会を設け
内容の確認を行うことも必要である。

3．建設作業現場の情報伝達経路と伝達内容

この章では，建築作業現場で観察された情報伝達
を対象として，縦型伝達経路と伝達内容の視点から整
理を行う。
すなわち，朝礼・KYミーティング・作業調整会議・

安全衛生協議会・新規入場者教育について，Fig.2で
示す座標面上（縦軸を情報伝達経路，横軸を伝達内
容とする）で整理を行った。
作業調整会議と安全衛生協議会は，現在までの作

業進捗状況の確認とこれからの作業調整を行う。作
業調整会議は1日を単位としており，安全衛生協議会は
1ヶ月を単位としている。これらの会議での情報は
個々の作業を対象とした進捗状況と調整であるため，
伝達される情報は個別的あるいは具体的な内容とな
る。 一方伝達経路は，元請と下請の縦・双方向型

と下請協力会社間の横・双方向型の組み合わさった
経路となる。これらをFig.2における座標面上に位置
付けると，第1象限になる。
朝礼は縦・一方向型伝達経路で全作業者に共通な

一般的内容について情報伝達を行う。縦・一方向型
伝達経路は，多くの作業者を対象に情報伝達が可能
であるが，質問など情報のフィードバックが得にくい。
また多くの作業者に伝達するため，その情報の内容も
共通的内容に限られてくる。朝礼は第3象限に位置付
けられる。
朝礼後に行うKYミーティングは，作業グループ単位

のミーティングであり，下請である協力会社の各リーダ
ー（職長など）と数名の作業者で行う。伝達内容は，
作業指示書に基づく作業の割振りに引続き，その作業
の危険源とその対策についてグループで討議する。
扱われる情報の内容は，当日の作業を対象として討議
が行なわれるので具体的内容となる。伝達経路は，リ
ーダー（職長など）と作業者で構成される縦・双方向型
と作業者間で構成される横・双方向型の組み合わさ
った経路となる。Fig.2では第1象限に位置付けられ
る。
ここで安全に関する情報について述べると，朝礼で

は全作業者を対象に「安全帽・安全帯着用」「安全規
則を守れ」など，共通な情報を一方向で伝達する。そ
してその後に行われるKYミーティングでは，全作業者
が作業別グループに別れて，当日の担当作業について
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Fig. 2   The classification by information routes
and contents.
情報伝達経路と内容による分類



の具体的安全対策に関する討議を双方向で行う。す
なわち朝礼は第3象限に，KYミーティングは第1象限に
位置付けられるが，安全情報の内容から述べると，こ
れらは相互補完的な役割をしていると考える。
新規入場者教育は縦・一方向型伝達経路で，新規

入場者に必要な共通的内容について情報伝達を行
う。従いFig.2では朝礼と同様に第3象限に位置付け
られる。
この教育が縦・一方向型伝達経路で行われている

のは，新規入場者は経験あるいは未経験者を含めた
多くの職種の作業者から構成され，これら全員の入場
者に教育を行わなければならないためである。すな
わち，縦・一方向型伝達経路における，多くの作業者
を対象に情報の伝達が可能であるという利点を生か
している。
しかしこの伝達経路は，一方向型であるため質問
や討議が出来にくい，あるいは伝達内容も多くの入場
者に共通な内容に限られるという欠点をもつ。すなわ
ち，安全に関する情報はどの作業者にも共通な一般
的情報になりがちであるが，このような情報は受け手
にとって「私には関係ない。」と思われがちであるので，
具体的作業現場に関する危険源とその対策のような情
報を付加して，作業者の関心を引き付けるべきである
という点を前述した。
さらに新規入場者教育は広範な教育内容を短時間

で教育しなければならないという問題点もある。
このような問題点を解決するために，次のような新

規入場者の教育方法を検討した。
それは，広範な教育内容を2つに分けて教育を行う

方法である。
ひとつは，どの新規入場者にも共通な一般的事項に

関する内容であり，これには工事概要説明・1日あるい
は1週間の行事説明・施設使用法説明・資格取得や健
康状態の確認などの内容が含まれる。これらの内容
については縦・一方向型伝達経路で，建築現場内の
室内で教育する（Table 1のA参照）。
他のひとつは，新規入場者が作業グループに分か

れ，各々の作業に着手しようとする時に，その作業現
場で教育を行う。教育担当者は作業グループのリー
ダーであり，縦・双方向型伝達経路で教育を行う。ま
た入場者が2人以上いる場合は，入場者同士の横・双
方向型伝達経路も組み合わせて教育を行う（Table 1
のB参照）。
Table1で示した教育Bは，新規入場者にとって現場

でこれから着手しようとする個別的な作業を教材とし
て，その危険源や対策について極めて具体的な教育
を受講することになるので，興味や関心を示しやすい

と考えられる。また双方向型で教育を行うので，入場
者にとって質問しやすい状況が生まれるし，教育担当
者にとっても入場者の理解度を把握出来るなどのフィ
ードバックを得やすい教育方法であると考える。
以上，情報伝達経路と伝達内容という視点から朝

礼・KYミーティング・作業調整会議・安全衛生協議会
などの情報伝達状況について述べた。そして新規入
場者教育に関して問題点を指摘し，その解決法の検
討を行った。
そこで実際の建築現場では 1）どのような新規入場

者教育が行われているか？また 2）新規入場者教育担
当者は現状の教育をどう感じているか？さらに 3）新
規入場者の労働災害を防止するための効果的教育方
法について教育担当者はどう考えているか？につい
て調べる必要があると考えた。
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Fig. 3   Information routes of instruction for new
recruits.
新規入場者教育の伝達経路

Table. 1   The classification of instruction for new
recruits.
新規入場者教育の分類



そのため各建築作業現場を対象に「新規入場者教
育に関する質問紙調査」を行ったので，次章はそれ
について述べる。

4．新規入場者教育の質問紙調査

4.1 目的

新規入場者教育は限られた時間内に，広範な内容
の教育を行わなければならない9）,10）。また経験・未
経験作業者を含めた多くの職種の作業者に教育を行
わなければならない。
そこで実際の建築現場で実施している新規入場者

教育を調べるために，次の3点に関して質問紙調査
を行った。
1）新規入場者教育の現状
2）新規入場者教育の現状について，教育担当者の
感想。
3）新規入場者の労働災害を防止するための効果的
教育方法について，教育担当者の考え。

4.2 方法

質問紙調査は2004年10月から12月に行った。質問
紙は大手ゼネコン24社のビル・マンション建築現場
479ヵ所（1現場に1通）の新規入場者教育担当者に
配布した。そして369現場から質問紙を回収した
（回収率77.0％）。
質問紙は，まず新規入場者教育の現状を把握し，

その現状を教育担当者はどう考えているか明らかに
することを試みた。さらに教育担当者は新規入場者
と労働災害の関連性についてどう感じているか，ま
た新規入場者の労働災害を防止するための効果的教
育方法について調査することを試みて作成した。
そのため設問項目は，年齢・職位など回答者の属

性（5問），請負金額・工期など建築工事の概要（9
問）のほかに，新規入場者教育の現状を尋ねる設問
群（17問），現状教育について教育担当者の感想を
尋ねる設問群（5問），新規入場者と労働災害の関係
を尋ねる設問群（8問），労働災害を防止するための
効果的教育方法を尋ねる設問群（13問）の計57問か
ら構成されている。
質問紙は参考資料として本報告の付録として示した。

4.3 調査結果
4.3.1 新規入場者教育の現状

新規入場者とは経験・未経験作業者を含めて，そ
の建築現場で初めて働く作業者を指すが，建築工事
で新規入場者が増加する時期について尋ねた。

「次の工程に移る時（43.6％）」「応援が必要にな
った時（32.1％）」「計画より遅れている時（16.9％）」
の順であった。
教育担当者が教育の内容や方法について訓練やア

ドバイスを受けたことがあるかについては，「上司
や先輩から訓練やアドバイスを受けた（46.4％）」
「関係資料をもらった（32.6％）」「社内でセミナーを
受けた（14.9％）」であった。また教育を行うにあた
りマニュアルや指導要領があるかについては，「こ
の現場独自なものがある（59.0％）」「全社的に統一
したものがある（29.7％）」「自作したものがある
（10.2％）」であった。
次に新規入場者教育の現状について示す。

＜いつ（When）＞　
いつ新規入場者教育を行っているかについては，

「朝礼後（90.2％）」，そして「朝礼前（9.2％）」であった。
＜どこで（Where）＞
どこで新規入場者教育を行っているかについて

は，「建築現場内の室内（64.6％）」「建築現場以外の
室内（24.3％）」「その他（10.1％）」であった。
Fig.4に教育が行われている場所について請負金額

別に示す。請負金額が10億円未満になると，建築現
場以外の室内で教育を行う頻度が高くなる。
＜誰が（Who）＞
誰が新規入場者教育を行っているかについては，

「特に決めていないが1人で行っている（41.0％）」
「担当者を決めて1人で行っている（15.4％）」「決め
られた担当者ともう1人の計2人で行っている
（12.4％）」「特に決めていないが2人で行っている
（11.0％）」の順であった。しかしその他という回答
も20.1％あった。
2人で教育を担当しているのは95現場あったが，
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Fig. 4   The place where the instruction is being
held.
新規入場者教育が行われている場所



そのうち役割分担を決めている現場が40％，決めて
いない現場が60％あった。
新規入場者教育の実施は，元請が下請である協力

会社に場所と資料の提供を行い，その協力会社が行
う教育の状況把握を行う11）ことになっている。しかし
教育担当者はすべて元請職員であった。ただし2人で
教育を担当する場合に，協力会社作業員が10％含ま
れていた。
＜何を（What）＞
何を入場者に教育しているかについて，今回調査

した65％以上の現場で実施している教育内容や説明
事項をTable 2に示す。
工事概要や行事説明など，新規入場者に共通した内
容に関しては7割以上の建築現場で教育を行ってい
た。しかし入場者が行う作業に関する安全対策など，
各入場者にとって個別的な内容に関しては6割未満の
現場でしか教育が行われていなかった。
＜どのように（How）＞
Fig.5に1回の入場者教育に費やす時間を示した。

10～19分が59.0％で最も多いが，全体の91.6％が30分

未満で教育を行っていた。
次に1回の教育における新規入場者数であるが，平

均6.0名・標準偏差4.1名で，2人～10人を対象として教
育を行っていた。

4.3.2 教育担当者の感想

前項で新規入場者教育の現状を述べたが，その現
状について教育担当者がどう感じているかについて
調査した。調べた項目は，教育時間・教育内容・教育
対象者の人数，そして新規入場者教育の効果である。
Table 3に新規入場者教育の時間と教育担当者の印

象について，その関連性を示す。10分～19分の教育
時間を適切と回答した担当者が最も多く151人いた。
Table 3に示した分割表について，帰無仮説を「教育時
間と教育担当者の印象（長く感じるあるいは短く感じ
るなど）は独立である」と設定してχ2検定を行った。
その結果，χ20＝43.2であり，危険率0.5％で帰無仮説
が否定され，教育時間と教育担当者の印象は独立で
あるとは言えない結果を示した。
教育内容に関して，前項で広範な内容に及ぶことを

述べ，今回調査した65％以上の建築現場で教育して
いる項目を示した（Table 2参照）。これについて教育
担当者は，「ちょうど良い（62.0％）」「やや多い（29.1％）」
「やや少ない（5.6％）」「多い（3.3％）」で，少ないと回
答した担当者はいなかった。
室内で行う，あるいは室外で行う新規入場者教育

について，教えるのに適切な入場者数を尋ねた。室
内で行う場合，平均が9.3名・標準偏差4.8名であった。
また室外で行う場合，平均9.6名・標準偏差8.5名であ
った。現状の入場者数は，平均6.0名・標準偏差4.1
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Table. 2   Contents of instructions for new recruits.
新規入場者教育の教育内容

Table. 3   The relation between the period of  time
for instruction and teacher impressions.
新規入場者教育の時間と教育担当者の印象

Fig. 5   The period of time for instruction.
新規入場者教育の教育時間



名であり，これより3名程度多い人数を回答していた。
さらに新規入場者教育の教育効果について尋ねた。

「効果がある」あるいは「やや効果がある」と答えた担
当者は合わせて72.1％，「どちらとも言えない」が
23.8％，そして「あまり効果がない」あるいは「効果が
ない」と答えた担当者は合わせて4.2％であった。

4.3.3 新規入場者と労働災害の関連性

建築現場に初めて入ってくる作業者は災害に遭い
やすいという話をよく聞く。そこで教育担当者に新規
入場者と労働災害の関連性，そして遭遇する理由につ
いて尋ねた。
新規入場者と労働災害の関係について，教育担当

者は，「高いとやや高い（58.8％）」「どちらともいえない
（33.5％）」「やや低いと低い（7.7％）」と回答しており，
約6割の担当者が入場者は労働災害に遭いやすいと
いう印象を持っていた。
次に入場者が労働災害に遭う理由を尋ねた。その

結果をFig.6に示す。
横軸は，教育担当者が「そう思う」あるいは「どちら

かといえばそう思う」と回答した頻度を示した。
教育担当者は，新規入場者が災害に遭う理由として，

「初めての現場で危険予知をしにくいため（78.2％）」

「作業指示が伝わりにくいため（54.1％）」そして「作業
仲間と打ち解けていないため（30.8％）」を挙げていた。
新規入場者が災害に遭う理由として，初めての現場で
危険予知がしにくいという回答率が高かった。
それでは新規入場者のみを対象にしたKY活動を行

っているかという設問に関しては，「行っていない
（85.9％）」「行っている（13.7％）」で，圧倒的に行って
いない現場が多かった。
今回の調査でKY活動を行なっている現場は42あっ

たが，誰がKY活動のまとめ役になっているかについ
ては，下請職長あるいは下請職長と元請職員が各々
16現場，元請職員のみが10現場であった。
元請は新規入場者が作業に着手してから何を行っ

ているかについては，「職長や同僚に入場者が作業に
入ることを伝えておく（36.7％）」「作業の様子を見に行
く（35.7％）」「特に何もしない（14.2％）」であった。

4.3.4 新規入場者の労働災害を防止するための
効果的教育方法
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Fig. 6   The reason why new recruits sustain injuries.
新規入場者が災害に遭う理由

Fig. 7   Effective instruction techniques for
preventions against accidents.
労働災害防止のための効果的教育方法

A：作業仲間と打ち解けていないため。

B：初めての現場で危険予知をしにくいため。

C：無理をして作業を行うことが多いため。

D：周囲から性格や人格を把握されるのに時間がかかるため。

E：作業に対して責任感を持つのに時間がかかるため。

F：作業指示が伝わりにくいため。

G：様々な仕事を手伝うため。

ア：安全に関する教育は，新規入場者が作業をする現場で行う。

イ：ビデオ・写真など直感的に理解しやすい材料を用いて行う。

ウ：担当者（職員や職長・グループ長など）がマン・ツー・マンで行う。

エ：まず，はじめに新規入場者に作業をやらせて，技量や経験を把握した上で行う。

オ：新規入場者を対象とした現場巡視を積極的に行う。

カ：安全教育を複数回に分けて段階的に行う。

キ：新規入場者からの質問や相談を重視する。

ク：教育担当者（トップ）から新規入場者（ダウン）にトップダウン方式（一方向）で教育する。

ケ：新規入場者を職種や経験ごとのグループに分けて行う。

コ：安全に関する教育を受けた新規入場者のみを現場に入れる。

サ：教育は，職長会などの現場に精通した組織が主体となって行う。

シ：教育は，安全教育を専門とする外部機関に委託する。



Fig.7に労働災害を防止するための効果的教育方法と
その実現可能性について教育担当者の考えを示す。
新規入場者教育は限られた時間の中で実施しなけ

ればならないため，効果的と思われる教育方法でも，
現場では実現不可能な場合もあると考え，この設問で
は実現可能性についても調査した。
教育効果について回答頻度70％以上の項目を示す

と，「安全に関する教育は新規入場者が作業する現場
で行う（79.3％）」「ビデオ・写真など直感的に理解しや
すい材料を用いて行う（80.2％）」「担当者がマン･ツ
ー･マンで行う（81.8％）」「新規入場者を対象とした現
場巡視を積極的に行う（77.4％）」「新規入場者からの
質問や相談を重視する（73.4％）」「新規入場者を職種
や経験ごとのグループに分けて行う（72.8％）」「安全
に関する教育を受けた新規入場者のみを現場に入れ
る（77.7％）」の7項目であった。
一方実現可能性については，教育効果と比較して

相対的に回答頻度が低くなっていた。
教育効果があると回答した項目のうち，実現可能性

が比較的高いのは，「ビデオ・写真など直感的に理解
しやすい材料を用いて行う（51.8％）」「新規入場者を
対象とした現場巡視を積極的に行う（45.4％）」「新規
入場者からの質問や相談を重視する（54.3％）」の3項
目であり，実現可能性が低いのは「安全に関する教育
は新規入場者が作業する現場で行う（30.3％）」「担当
者がマン･ツー･マンで行う（35.1％）」「新規入場者を
職種や経験ごとのグループに分けて行う（20.7％）」
「安全に関する教育を受けた新規入場者のみを現場
に入れる（34.6％）」の4項目であった。

4.4 質問紙調査のまとめ

質問紙調査の結果明らかになった，新規入場者教
育の平均的状況とは次の通りである。
建築現場内の室内で，10～19分程度の時間をかけ

て，約6名程度の新規入場者を対象に教育を行なって
いる。その内容は，工事概要説明・行事説明・施設利
用説明など，どの入場者にも共通的内容が優先され，
安全に関する教育，特に入場者がこれから行う作業

に関する危険源とその安全対策に関する教育は，後
回しにされる傾向にある。
約6割の教育担当者は，上記した新規入場者教育の

現状に対して適切であると考えている。
新規入場者と労働災害の関連性については，約6割

の教育担当者が，新規入場者は労働災害に遭いやす
いと考えており，その理由として新規入場者には作業
指示が伝わりにくいこと，入場する建築現場の危険予
知がしにくいことを挙げている。
また，新規入場者は危険予知がしにくいことを指摘

しているが，約8割以上の現場で新規入場者を対象に
したKY活動を行っていない。
新規入場者の労働災害を防止するための，効果的

教育方法については，次の2点を提案している。
ひとつは，新規入場者の災害は初めての現場で危

険予知のしにくいことに原因があるという考えから，
安全に関する教育は現場で行うことを指摘している。
他のひとつは，新規入場者を職種や経験によりグル

ープに分けて，安全に関する教育を行うことを提案し
ている。小グループに分けることにより，質問や相談
を重視する機会が得られ，マン・ツー・マン教育も可
能になる。そして職長が新規入場者の顔を覚えるよう
になることから，作業指示も伝えやすくなり，労働災害
の原因を排除出来ると考えている。

4.5 考察

新規入場者教育の現状を調査した結果，10～19分
の教育時間で，9項目程度の教育内容（Table2 調査対
象現場の65％以上が実施している内容を参照）を新規
入場者に教育していた。短時間に多くの内容を教育
しなければならない実状から，新規入場者がこれか
ら着手する作業についての安全教育は省略される傾
向にあるという問題点を挙げた。
一方，教育担当者は新規入場者が労働災害に遭遇

しやすいと考えており，その原因は入場者が危険予知
をしにくいこと，また入場者には作業指示が伝わりにく
いことを挙げていた。
これらを踏まえて，安全教育は作業現場で直感的に
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Table. 4   Correlation between effective instruction including realization and cause of accidents.
効果的教育方法についてその実現可能性と災害原因の関連性



解りやすい材料を用いて行うこと，さらに職種などの
小グループごとにマン・ツー・マンで質問・相談を受
けやすい状況で教育を行うことを，効果的教育方法と
考えていた。
しかし，安全教育を作業現場で行うこと，マン･ツ
ー･マンで行うこと，職種や経験ごとのグループに分
けて行うことは，実現不可能な方法と考えていた。
そこで，新規入場者が労働災害に遭遇する理由，効

果的教育方法，その教育方法の実現可能性について，
Table4にまとめてみた。
Table4で，実現可能な教育方法と不可能な方法を

対比して検討すると，教育担当者は，現在行われてい
る新規入場者教育すなわち全員の新規入場者を一部
屋に集める状況で，出来る方法を可能，出来ない方法
を不可能と考えていると推測される。
そこで新規入場者教育を2つのパートに分けて実施

する方法を検討した。
ひとつは建築現場内の室内で，どの新規入場者にも

共通的事項，すなわち工事概要の説明・1週間あるい
は1日単位の行事説明・施設使用法の説明・安全管理
目標などを教育し，これらは縦・一方向型で伝達する
（Fig.3（A）参照）。
他のひとつは，共通的事項の教育が終了し，入場者

が職種に分かれて作業に着手しようとする時，作業現
場でこれから行う作業の危険予知とその対策につい
て教育する。これら内容については縦･双方向型と
横・双方向型を組み合わせ，質問・相談を重視した教
育を行う（Fig.3（B）参照）方法である。
現状の新規入場者教育は，室内で元請職員が，そ

の日入場するすべての作業者を対象に教育を行って
いる。この状態では「安全に関する教育は新規入場者
が作業する現場で行う」，「新規入場者を職種や経験
ごとのグループに分けて行う」，「担当者がマン･ツー･
マンで行う」ことは実現不可能であるが，入場者が職
種に分かれて作業に着手しようとする時，作業現場で
安全に関する教育を行うことにすれば，これらの点も
実現可能になると考えられる。
新規入場者が労働災害に遭遇しやすい原因として，

初めての現場で危険予知がしにくいこと，作業指示が
伝わりにくいことを挙げていたことを考えると，入場者
がこれから行おうとする作業に関する安全教育は，職
種ごとの小グループに分かれて作業現場で実施すれ
ば，新規入場者の労働災害を防止することに繋がると
思われる。

5．まとめ

以上，建築現場における情報伝達状況とその問題

点，ならびに新規入場者教育について検討を加えてき
たが，本研究から得られた結果の大要は次のようであ
る。
1）建築作業現場の情報伝達経路は，元請と下請とい
う「縦型」，そして下請の協力会社間での「横型」が
ある。また一度に多くの作業者に情報伝達が可能
な「一方向型」，そして相互間で質問や協議がしや
すい「双方向型」がある。

2）朝礼と新規入場者教育は縦・一方向型経路で伝
達を行っている。またKYミーティング・作業調整
会議・安全衛生協議会は，縦・双方向型と横・双
方向型を組み合わせて伝達を行っている。

3）朝礼と新規入場者教育における縦・一方向型は
質問や討議がしにくいという問題点がある。朝礼
は縦・一方向型であるが，朝礼後のKYミーティン
グで質問や討議を行うことにより，この問題点が補
われる。

4）最近の建築現場では協力会社間の横・双方向型
伝達経路による情報交換の頻度が増加している。
しかしこの情報を縦・双方向型で元請側にフィー
ドバックしないと，元請が重要情報を知らずして，
これが労働災害に繋がることも予想される。

5）安全に関する情報は，どの作業者にも共通な一般
的内容になりがちであるという問題点がある。具
体的な作業現場に関する情報を付加して作業者
の関心を引き付ける内容にすべきである。

6）縦・一方向型伝達経路で教育を行う新規入場者教
育について質問紙調査を行った。その結果，建築
現場内の室内で，10～19分程度の時間をかけて，
約6名程度の入場者を対象に教育を行なっていた。

7）教育内容は，工事概要説明・施設利用説明など，
どの入場者にも共通的内容が優先され，安全に関
する教育は後回しにされる問題点があった。しか
し約6割の教育担当者は，上記した新規入場者教
育の現状を適切であると考えていた。

8）新規入場者と労働災害の関連性について，約6割
の教育担当者が新規入場者は労働災害に遭遇し
やすいと考えており，その理由として新規入場者
は初めての現場で危険予知がしにくい，あるいは
作業指示が伝わりにくいことを挙げていた。

9）教育担当者が考えている新規入場者の労働災害
を防止するための効果的安全教育方法は，安全教
育は現場で行う，直感的に理解しやすい教材で行
う，マン・ツー・マンで行う，質問・相談を重視す
る，職種などでグループに分けて行うなどの方法
であった。

10）教育担当者は，効果的教育方法のうち，安全教育
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は現場で行う，マン・ツー・マンで行う，職種など
でグループに分けて行う方法は，現状の教育では
実現不可能な方法と考えていた。

11）10）の問題点を解決するために，教育を2つのパー
トに分けて実施する方法を提案した。ひとつは室
内でどの入場者にも共通的な事項，すなわち工事
概要の説明・施設使用法の説明などを，縦・一方
向型で教育する。他のひとつは入場者が職種に
別れて作業に着手しようとする時，その作業現場
で危険予知とその対策の教育などを，縦・双方向
型と横・双方向型を組み合わせて教育する方法
である。
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